
特定非営利活動法人チャイルドライン支援センター

役員報酬等の規程

(目 的)

第 1条 この規程は、特定非営利活動法人チャイル ドライン支援センター (以下、「当法人」)

の理事ならびに監事 (以下、「役員」)の報酬の支給および費用精算の基準について定め

ることを目的とする。

(報酬の支給)

第 2条 役員への報酬の支給については、下記の通りとする。

(1)理事の報酬については、当法人が主催する研修会等において専門的分野等に関する

知識や技術の提供などを目的とした講義を行う場合、1回につき 10,000円 を支給する。

ただし助成事業の規定により支給できない場合がある。

(2)監事の報酬については、監査業務 1回につき 10,000円 を支給する

(費用の精算)

第 3条 役員が職務に要した旅費、消耗品費、送料については、原則として実費精算する。

その他の費用については、理事会の決議による。

(規程の変更)

第 4条 この規程は、理事会の決議によつて変更することができる。

附 則

1 この霧ι程は、2016年 3月 6日 より激コイテする。

22019年 4月 22日 改定



チャイルドライン支援センター 書類閲覧規程

特定非営利活動法人チャイル ドライン支援センター

■」L」遺L
認定 PヽO法人において義務となる、一般の方 (こ こでは当団体の役員、職員、正会員を除く全ての方

とします)からの情報公開請求への対応について、請求と閲覧の方法を定める。

饉』」L」壺Lと盤登■壺L
特定非営利活動法第64条 4により規定される以下の書類について、閲覧対象とする。

①事業報告書等、役員名簿等及び定款等

②役員報酬又は従業員給与の支給に関する規程

③助成金の支給を行った後にその実績を記載した書類の写し

④資金に関する事項、資産の議渡等に関する事項、寄附金に関する事項等を記載した書類

⑤寄附金を充当する予定の事業の内容を記載した書類

菫』』L」ヨ]国EttL
閲覧はチヤイルトライン支援センター事務局 (東京都新宿区住吉町 8-6 曙橋コーポ 2階)において

のみ可能とする。

菫二豊」口菫壁口L
閲覧は職員が対応可能な時間のみ可能とし、原則として事務局の営業時間内(平 日10時から17時まで)

とする。ただし業務上の理由や休葉等により、職員が不在の場合には閲覧できないものとする。

菫』」ヒ

“

LE:左迭L
書類を閥覧しようとする者は、希望する日の6営業日前までに、閲覧申請書に希望者本人の名前、住所、

電話番号、メールアドレス、関覧しようとする書類の種類、希望する日時、その他必要な事項を記入し、

職員に提出し、許可を得なければならない。

饉旦全」■菫左法L
閲覧に際して、本人確認書類 (運転免許証、学生証、健康保険証等)を職員に提示しなければならない。

書類を開覧する者について、以下のことを禁止する。

①書類を汚損し、もしくはき損すこと

②閲覧場所以外の場所に持ち出すこと

③写真や複写機等により複製すること

④閲覧中の飲食、または飲酒後の閲覧

笙コ|ヨ1豊.亜|」腱12壺1上ュ..二i望1菫望1型!曼_

職員は、書類を閲覧し又は閲覧しようとする者が、次の各号のいずれかに該当するときは、閲覧を停止

させ、又は禁止することができる。

①前条の規定に反するとき。

②職員の指示に従わないとき、または業務を妨害するとき。

③他人に迷惑を及ぼし、またはそのおそれがあると認められるとき。

Ω随皿」塵征旦L
この霧l程は、 2015年 1月 18日 から滋Eイ子する。



NPO法人チャイル ドライン支援センター

別紙、「チャイル ドライン支援センター 書類閲覧規程」に則り、書類の閲覧を申請します。

事務局記入欄

閲覧立会い者

閲覧日

申

申請月日 年    月 日  (    )

名前 ③

住所

一Ｔ

電話番号

メー‐ルア ドレス

閲覧希望日時 年   月  日 (  ) 時 時

閲覧したい書類 (希望するものに○をつけてください)

・ 事業報告書

・ 役員名簿

・ 定款

・ 役員報酬又は従業員給与の支給に関する規程

・ 助成金の支給を行つた後にその実績を記載 した書類の写し

・ 資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、

寄附金に関する事項等を記載 した書類

寄附金を充当する予定の事業の内容を記載 した書類

閲覧の目的 。理由
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第1条 (目 的)

1.こ の規則は、特定非営利活動法人チャイルドライン支援センター (以下法人という)の秩序を維持

し、業務の円滑な運営を期すため、常勤職員の就業に関する労働条件および服務規律を定めたもの

である。

2.この規則および準用規程に定める事項の他は、労働基準法、労働安全衛生法、その他の法令の定め

るところによる。

第 2条 (常勤職員の定義)

1.常勤職員とは、法人と雇用契約を締結した者のうち、非常勤職員、臨時雇用職員、アルバイ トを除

いた者をいう。

2.常勤職員とは、常に所定労働時間を就労できる者で、法人の目的遂行のために直接担当業務のみで

なく、周辺業務を含めた職責を全うできうる立場の者をいう。

3.非常勤職員については別途定める規則による。

第 1章   総  則

第 2章   採  用

常勤職員はこの規則を

た事項については、在職中は

第 3条 (規則遵守の義務)

法人はこの規則に基づく労働条件により常動職員に就業させる義務を負い、

連守する義務を負うと共に、相互に協力して法人の発展に努めなければならない。

第 4条 (秘密保持)

常勤職員は法人の業務ならびに議員の身上に関し、その職務上知り得

もちろん退職後といえども、みだりに公表してはならない。

第 5条 (採   用)

1.法人は就職を希望する者の中より、選考し、所定の手続きを経た者を常勤職員として採用する。

2.常勤職員は採用の際、以下の書類を提出しなければならない。

① 履 歴 書 (3ケ月以内の写真添付)

② 住民票記載事項証明書

③ 健康診断書 (3か月以内に発行のもの)

④ 源泉徴収票 (暦年内に前職のある者のみ)

⑤ 年金手帳、雇用保険被保険者証

⑥ 必要により、各種免許証、資格証明書、学集成績証明書、事業証明書の写し

⑦ その他法人が必要と認めたもの

3.在職中に上記提出書類の記載事項で氏名、現住所、家族の状況等に異動があった場合は速やかに 所

定の様式により法人に届け出なければならない。

4.提出された書類は、人事労務管理の目的でのみ使用する。

第 6条 (試用期間)

1.新たに採用した

相当と認めると

2.試用期間中また

められる者については、本採用は行なわない。

3.試用期間は動続年数に通算する。

者については採用の日から6ケ月間の試用期間を設ける。ただし、法人が

きは、この期間を短縮し、または免除することがある。

は試用期間満了の際、引き続き常勤職員として勤務させることが不適当であると認

第 3章   就彙時間、休憩時間、休日および休暇

第 7条  (労働時間及び休憩時間)



1.労働時間は、1週間については

“

時間、1日については 8時間とする。

2.始業・終業の時刻及び休憩時間は、次のとおりとする。ただし、業務の都合その他やむを得ない

事情により、これらを繰り上げ、又は繰り下げることがある。

・始業 :午前 10時、終業 :午後 7時、休懃時間 :1時間 (労使協定で定めるところにより、勤務

時間の途中に職員の決定に従い付与する。)

3.出張およびその他、事業場外で動務する場合において、労働時間を算定することが困難であると

きは、第 2項で定める労働時間を動務したものとみなす。

第 8条 (変形労働)

1.法人は業務の都合により、交代制勤務、事業場外労働フレックスタイム制等の変形労働を命ずる

ことがある。

2.変形労働に服する常勤職員の始業、終業、および休息の時刻は別に定め、常動職員と法人が交わ

す「常勤スタッフ就業規定覚書」に記載した内容にて、双方合意のもと常勤職員は勤務を行う。

第 9条 (休日)

1.休日は以下のとおりとする。

① 土、日曜日

② 祝祭日

③ 年末年始休暇

④ その他法人が年間休日カレンダーで定めた日

2.業務上必要がある場合には、前項で定める休日を他の労働日と振替することがある。

第 10条 (時間外、休日および深夜勤務)

1.業務の都合で第 7条の所定労働時間、もしくはフレックスタイム制の精算期間中の総労働時間を

越え、または第 9条の所定休日に勤務させることがある。この場合において法定の労働時間を超

える労働または法定の休日における労働については、法人は、労使協定を締結し、これを所轄の

労働基準監督署長に届出る。

2.  時間外労働および休日勤務は上司の指示による。

第 11条 (年次有綸休暇)

1.採用日から6か月間継続勤務し、所定労働日の 8割以上出勁した常勤職員に 10日 の年次有綸休暇

を与える。その後 1年間継続勤務するごとに、当該 1年間において所定労働日の8割以上出勤した

を与える。ただし、20日 を上限常勤職員に、次の表のとおり勤続期間に応じた日数

とする。
6ヶ 月 1.5 2.5年 3.5 4.5年

年次有綸休暇日数 10日 11日 12日 14日 16日

5.5年 6.5年以上

18日 20日

2.有綸休暇を取得する場合には、原則として勤務表作成時に所属長まで届け出なければならない。

3.私傷病などの欠勤については、有給休暇に振り替えることができる。ただし、欠勤事由によつては

振替を認めないことがある。

当該年度付与分について翌年度に限り繰り越すことが4.当該年度に取得しなかつた

できるものとする。

5.フ レックスタイム制が適用された常勤職員が、年次有給休暇および特別体暇を取得した場合は、当

該休暇を取得した日については 8時間勤務したものとみなす。

第 12条 (特別休暇)

1.試用期間終了後の者の慶弔・公事のため、以下の特別休暇を与える。この体暇を取得する場

合は、あ

① 常
② 父

らかじ けなければならない。

勤職員が結婚するとき                       5日 (有綸休暇)

母 (養父母、継父母を含む)、 配偶者、子 (養子を含む)が死亡したとき 3日 (有綸休暇)



③ 祖父母、義父母、血族の兄弟姉妹が死亡したとき            2日 (有給休暇)

④ 妻が出産するとき                           1日 (有給休暇)

⑤ 常勤職員の子女が結婚するとき                     1日 (有給休暇)

⑥ 女性常勤職員が出産するとき

産前6週間産後8週間 (多胎妊娠の場合は14週間)(無給休暇だが、別途一時金あり)

⑦ 生理日の就業が困難なとき

申告によつて1ケ 月以内に1日 までは有給休暇、2日 日以降は特別の申し出が無い限り無給休暇

第 13条 (母性健康管理のための体暇等)

1.妊娠中または出産後 1年を経過しない女性常勤職員から、所定労働時間内に母子保健法に基づく

保健指導または健康診査を受けるために、通院休暇の請求があつたときは、以下の範囲で休暇を与

える。

①産前の場合
妊娠 23週まで……4週に 1回

妊娠 24週から35週まで……2週に 1回

妊娠 36週から出産まで……・ 1通に 1回

ただし、医師または助産婦 (以下「医師等」という。)がこれと異なる指示をしたときには、そ

の指示により必要な時間。

②産後 (1年以内)の場合

医師等の指示により必要な時間

2.妊娠中または出産後 1年を経過しない女性常勤職員から、保健指導または健康診査に基づき勤務

時間等について医師等の指導を受けた旨申し出があつた場合、以下の措置を講ずることとする。

①妊娠中の通勤緩和

通勤時の混雑を避けるよう指導された場合は、原則として 1時間の勤務時間の短縮または 1時間

以内の時差出勤

②妊娠中の休憩の特例

休憩時間について指導された場合は、適宜休憩時間の延長、休憩の回数の増加

③妊娠中、出産後の諸症状に対する措置

妊娠中または出産後の諸症状の発生または発生のおそれがあるとして指導された場合は、その指導

事項を守ることができるようにするため作業の軽減、勤務時間の短縮、休業等

第 14条 (育児休業)

常勤職員は、別途定める育児 口介護休業規程により、 1歳に満たない子と同居し、養育する職員は、

その申し出により子が 1歳に達するまで (ただし、規程で定める一定の者は 1歳 6カ 月に達するまで)

を限度として育児休業をし、又は時間外労働及び深夜業の制限及びフレックスタイム制の適用を受ける

ことができる。ただし、育児休業期間中は賃金を支給しない。

第 15条 (介護休業)

1.常勤職員は要介護状態にある家族を介護するために、介護休業を取得することができる。

2.介護休業の申し出手続き等に関する事項は別に定める育児・介護休業規程による。

第 16条 (裁判員休暇)

1.法人は、「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」の施行に伴い、次の各号に該当し、事前に常

勤職員本人から請求があった場合、裁判員休暇を与える。

①裁判員候補者として通知を受け、裁判所に出頭したとき

② 裁判員もしくは補充裁判員として選任を受け、裁判審理に参加するとき

2.休暇を請求しようとする場合は、裁判員候補者通知を受けた後、速やかに、法人へ裁判所から交

付される証明書を添付して申し出るものとする。また、裁判員および補充裁判員に選任された場合

も同様とする。

3.休暇を取得する者は、休暇に入るまでの間に必要な業務の引継ぎを完了しなければならない。

４

４



4.第 1項の体暇については、通常の賃金を支払うものとする。

第 17条 (子の看護休暇)

1.小学校就学の始期に達するまでの子がいる常勤職員が申し出た場合、別途定める育児・介護体業

規程により、病気または怪我をした子の看護のために、就業規則第 11条に規定する年次有給休暇

とは別に看護休暇を取得することができる。

2.前項の体暇期間中は賃金は支給しない。

第18条 (欠勤および遅刻、早退)

1.欠勤および遅刻、早退するときは事前に法人に届けなければならない。

ただし、やむを得ない事由により事前に届け出ることができないときは、電話等により連絡し、出

勤した日に届け出なければならない。その時間に対する賃金は支給しない。

2.遅刻早退時間は、基本給/170hを 時間単価として減給対象とする。

3.病気欠勤 4日 以上に及ぶときは、医師の診断書等を提出させることがある。

4.フ レックスタイム制が適用された常勤職員の、1清算期間における労働時間が、規定による労働時

間に満たなかつた場合は、所定内賃金のうち満たない時間に相当する部分の額は支給しない。

第 4章   服  務

第 19条 (出 退 社)

常勤職員は出社および退社については以下の事項を守らなければならない。

① 始業時刻以前に出勤し、始業時刻より職務が開始できるように準備しておくこと。

② 出退勤の際は本人自らタイムカードに記録すること。

③ 作業に必要でない危険物を所持しないこと。

④ 退社時は備品、書類等を整理格納すること。

第 20条 (服務心得)

職員は服務にあたつて、以下の事項を守らなければならない。

①職員は法人の方針および自己の責務をよく認識し、その業務に参与する誇りを自覚し、法人および

所属長の指揮と計画の下に、全員よく協力、親和し、秩序よく業務の達成に努めなければならない。

②職員は業務組織に定めた分担と法人の諸規則に従い、所属長の指揮の下に、誠実、正確かつ迅速に

その職務にあたらなければならない。

③服装などの身だしなみについては、常に清潔に保つことを基本とし、他人に不快感や違和感を与え

るようなものとしてはならない。

④常に健康を維持できるよう、体の自己管理に気を配らなければならない。

⑤職員は下記の行為をしてはならない。
1.法人の命令および規則に違反し、また所属長に反抗し、その業務上の指示および計画を無

視すこと。
2.職務の怠慢および職場の風紀、秩序を乱すこと。

3.取引先より金品の贈与・接待を受けること、またそれを要求すること。

⑥職員は法人の業務の方針および制度、その他法人の機密を外部の人に話し、書類を見せ、また雑談

中当該内容を察知されないよう、注意せねばならない。

⑦職員は法人の名誉を傷つけ、または法人に不利益を与えるような言動および行為は一切慎まなけれ

ばならない。

③業務上の失敗、ミス、クレームは隠さず、ありのままに所属長に報告しなければならない。

③インターネットにて業務に関係のない肛Bサイトを閲覧してはならない。

①法人のメールにて私的な内容のメールのやりとりをしてはならない。

①業務中に私用の携帯電話を使用してはいけない。

⑫法人内で、明らかに一党―宗に偏した政治および宗教活動を行つてはいけない。

①酒気を帯びる、薬物を服用するなど、就業に適さない状態で勤務してはならない。



⑭職員は法人に許可なく他の法人に籍をおいたり、自ら事業を営んではならない。

第 21条  (セクシャルハラスメントの禁止)

職員は次に掲げる行為をしてはならない。

① 雇用上の利益、不利益を条件にした性的要求をすること。

② 性的な行為または態度の要求、誘いかけに応じ、または応じなかつたことを理由に雇用上の利

益、不利益に影響を与えること。

③ 常勤職員の望まない性的接触または性的要求をおこなうこと。

④ 性的言動により周囲に不快感を抱かせるような職場環境を醸成すること。

第 5章   教育および研修

第 22条 (教   育)

法人は常勤職員の技能知識教養を向上させるために必要に応じて教育を行い、または社外の教育およ

び研修に参加させることがある。

第 6章   解雇、退職および休職

第 23条 (懲戒解雇)

以下の各号の一に該当する場合は懲戒解雇に処する。

①無断もしくは正当な理由なく欠勤が連続 14日 以上に及んだとき。

②出勤常ならず、改善の見込みのないとき。

③刑事事件で有罪の判決を受けたとき。

④重要な経歴をいつわり、採用されたとき。

⑤故意または重大な過失により、災害または営業上の事故を発生させ、法人に重大な損害を与えたと

き。

⑥法人の許可を受けず、在籍のまま他の事業の経営に参加したりまたは労務に服し、若しくは事業を

営むとき。

⑦職務上の地位を利用し、第三者から報酬を受け、若しくはもてなしをうける等、自己の利益を図つ

たとき。

③法人の許可なく業務上金品等の贈与を受けたとき。

⑨前条で定める処分を再三にわたつて受け、なお改善の見込みがないとき。

⑩第4章の服務心得に違反した場合であつて、その事案が重大なとき。

①暴行、脅迫その他不法行為をして著しく常勤職員としての体面を汚したとき。

⑫正当な理由なく、しばしば業務上の指示・命令に従わなかつたとき。

⑬私生活上の非違行為や法人に対する誹謗中傷等によつて法人の名誉信用を傷つけ、業務に重大な悪

影響を及ぼすような行為があったとき。

①法人の業務上重要な秘密を外部に漏洩して法人に損害を与え、または業務の正常な運営を阻害した

とき。

⑮その他前各号に準ずる程度の不都合な行為のあつたとき。

第 24条 (解   雇)

1.常勤職員は以下の事由により解雇されることがある。

①身体、精神の障害により、業務に耐えられないとき。

②勤務成績が不良で、就業に適さないと認められたとき。

③法人内において、法人の許可を受けず演説、文書の配布掲示、その他これに類する行為をした

とき。
④法人内において、明らかに一党―宗に偏した政治および宗教活動を行つたとき。

③事業の縮小等、やむを得ない業務の都合により必要のあるとき。

⑥事業の運営上、やむを得ない事情、または天災事変その他これに準ずるやむを得ない事情によ

′
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り、事業の継続が困難になつたとき。

⑦試用期間中または試用期間満了時までに常勤職員として不適格であると認められたとき。

③その他、第4章の服務心得等にしばしば違反し、改悛の情がないとき。

2.解雇するときには、30日前に予告する。予告しないときは平均賃金の30日分を支給して即時解雇

する (平均賃金の 30日 分とは、過去 3カ 月の総支給額をその期間の暦日数で除したものを 1日分

としてその30日分をいう)。 なお、予告日数は平均賃金を支払つた日数だけ短縮することができる。

第 25条 (一般退職)

1.常勤職員が以下の各号の一に該当する場合には、当該事由の発生した日をもつて退職とする。

①死亡したとき。

②期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了したとき。

③自己の都合により退職を申し出て法人の承認があったとき。

④休職期間満了までに体職理由が消滅しないとき。

2.常勤職員が自己の都合により退職しようとするときは、少なくとも 30日前までに所属長に文書に

より退職の申し出をしなければならない。

3.退職する者は、退職日までに業務の引継その他指示されたことを終了し、貸与または保管されてい

る金品を返納しなければならない。

第 26条 (定年退職)

1.常勤職員の定年は満 65歳とし、定年年齢に達した日の直後の賃金締切日をもつて退職とする。

2.定年に達した常勤職員について、本人の希望によリー定の期間引き続いて雇用することがある。

第27条 (休   職)

常勤職員が以下の各号の一に該当するときには休職を命ずることがある。

① 業務外の傷病による欠勤が連続 1ケ月以上にわたつたとき。

② 家事の都合、その他やむを得ない事由により1ケ月以上欠勤したとき。

③ 前各号のほか、特別の事情があって、法人が休職をさせることを必要と認めたとき。

第 28条 (体職期間)

1.体職期間は次のとおりとする。

①前条①の場合 勤続 3年未満  3ヶ月、 勤続 3年以上  6ヶ月

ただし情状により期間を延長することがある。

②前条②CC)の場合 その必要な範囲で、法人の認める期間

2.休職期間中、賃金は支給しない。

3.休職中、一時出勤しても、1ケ月以内に同じ理由で欠勤するようになつたときは期間の中断は行な

わない。

4.休職期間満了後においても休職事由が消滅しないときは、満了の日をもつて自然退職とする。

第29条 (復   職)

1.復職にあたつては法人が指定した医療機関で受診させ、その結果によつて復職の是非を判断する。

正当な理由なく、この受診を拒否する場合には、復職は認めない。

2.休職の事由が消滅したときは、原則として旧職務に復職させるが、業務の都合もしくは当該職員の

職務提供状況に応じて異なる職務に配置することがある。この場合、労働条件の変更を伴うことがあ

る。
3.復職しても1ケ月以内に同一もしくは類似の理由で4労働日欠勤もしくはそれに準ずる状態になつ

た場合は再度休職を命じ、前回の休職期間と通算する。

第 30条 (配置転換)

1.業務上必要がある場合には、常勤職員に就業の場所若しくは、従事する職務の変更を命ずることが

ある。



2.常勤職員は、正当な理由なく、これを拒むことはできない。

第 7章   給  与

第 31条 (給与の種類)

常勤職員の給与の種類は、次のとおりとし、雇用契約で個別に定める。

① 基本給

② 特別手当

③ 通勤手当

④ 時間外等勤務手当

第 32条 (基本給)

基本給は月給日給制とし、業務・職種別に、本人の職務、能力および経験等を勘案して個別の雇用契

約書において定める。

第 33条 (通勤手当)

1.通勤距離が 2キ ロ以上の職員に対し、法定非課税限度額を限度として、かつ上限を3万円として

通勤手当を支給する。

2.通勤経路は法人が合理的な経路と認めた経路とする。

第 34条 (超過勤務手当、休日勤務手当)

超過勤務および休日勤務をした常勤職員に対し、下記の計算により支給する。

① 時間単価を、基本給/月間勤務時間 (170時間)で算出する。

② 所定就業時間を超えて勤務した場合 (休日勤務を含む)

勤務時間X時間単価Xl.25

③ 深夜時間帯 (午後10時から午前5時まで)に勤務した場合

勤務時間×時間単価xl.5

④ 休日に勤務した場合

所定就業時間×時間単価xl.25

ただし、法定休日(4週 4日 の休日)に勤務した場合には、1.35を用いる。

第 35条  (中途入社・退職者並びに体職者及び復職者の給与計算)

給与計算期間の途中に入社、退職、休職又は復職した場合は、その月の給与を下記の算式により日割

計算して支払う。

基本給÷ 1カ 月平均所定労働日数 X出勤日

第36条  (欠勤等の扱い)

欠勤、遅刻、早退及び私用外出をした場合の時間については、原則として 1日又は1時間当たりの給

与額に欠勤、遅刻、早退及び私用外出の合計時間数を乗じた額を差し引くものとする。ただし、給与計

算期間の全部を休業した場合は、給与月額のすべてを支給しないものとする。

①遅刻 日早退口私用外出等の控除

基本給÷lヵ 月平均所定労働時間X不就労時間数

②欠勤控除

基本給÷ 1カ 月平均所定労働日数 ×不就労日数

第 37条  (控除)

次に掲げるものは、給与から控除する。

① 源泉所得税、住民税

②健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料、介護保険料

③ その他、常勤職員代表との書面協定により、給与から控除することとしたもの



第38条 (月例給与の計算期間と支払方法)

月例給与の計算期間は、毎月21日 から翌月 20日 までとし、計算期間月の翌月 25日 に常勤職員の指定

する本人の銀行日座に振り込んで支払う。ただし、当日が銀行の休日に当たるときは、その前の銀行営

業日に繰り上げて支払う。

第 39条 (賞与・退職金)

1.7月 と 12月 に法人の資金状況、常勤職員の勤務成績等を勘案して賞与を支給する。但し、著し

い資金の減少その他やむを得ない事由がある場合には、支給日の変更、又は支給しないことがあ

る。

2.賞与の支給対象者は支給日現在在籍している常勤職員に限る。

3.退職金は「中小企業退職金共済」の還付金額に基づき、勤続年数や勤務成績等を考慮して支給す

る。但し、著しい資金の減少その他やむを得ない事由がある場合には、支給日の変更、又は支給

しないことがある。

第 8章   安全および衛生

第和 条 (心   得)

常勤職員は安全衛生に関する規定を守り、常に職場の整理整頓に努め、消防具、救急品の備付場所な

らびにその使用方法を知得しておかなければならない。

第 41条 (火災の措置)

火災その他の災害を発見し、またはその危険を予知したときは、直ちにこれを係員または適当な者に

報告してその指揮に従つて行動しなければならない。

第 42条 (健康診断)

1.常勤職員には、毎年 1回以上の健康診断を行なう。

2.常勤職員は、正当な理由なく、健康診断受診を拒否してはいけない。

3.健康診断の結果、特に必要のある場合は就業を一定の期間禁止し、または職場を配置替えすること

がある。

付   則

この規則は平成 25年 4月 1日から施行する。

Ｏ
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特定非営利活動法人チャイルドライン支援センター 非常勤職員 就業規則

第 1条 (目 的)

1.こ の規則は、特定非営利活動法人チャイル ドライン支援センター (以下法人という)の秩序を維持し、

業務の円滑な運営を期すため、非常勤職員の就業に関する労働条件および服務規律を定めたものである。

2.この規則および準用規程に定める事項の他は、労働基準法、労働安全衛生法、その他の法令の定めると

ころによる。

第 2条 (非常勤職員の定義)

非常勤職員とは、契約期間を定めて雇用契約を結ぶすべての者をいう。

第 3条 (規則遵守の義務)

法人はこの規則に基づく労働条件により非常勤職員に就業させる義務を負い、非常勤職員はこの規則を

連守する義務を負うと共に、相互に協力して法人の発展に努めなければならない。

第 4条 (秘密保持)

非常勤職員は法人の業務ならびに職員の身上に関し、その職務上知り得た事項については、在職中は

もちろん退職後といえども、みだりに公表してはならない。

第 1章   総  則

第 2章   採  用

第 5条 (採   用)

1.法人は就職を希望する者の中より、選考し、所定の手続きを経た者を非常勤職員として採用する。

2.非常勤職員は採用の際、以下の書類を提出しなければならない。ただし、必要に応じてその一部を省略

することがある。

① 履 歴 書 (3ケ月以内の写真添付)

② 住民票記載事項証明書

③ 健康診断書 (3か月以内に発行のもの)

④ 源泉徴収票 (暦年内に前職のある者のみ)

⑤ 年金手帳、雇用保険被保険者証

⑥ 必要により、各種免許証、資格証明書、学業成績証明書、卒業証明書の写し

⑦lその他法人が必要と認めたもの

3.在職中に上記提出書類の記載事項で氏名、現住所、家族の状況等に異動があつた場合は速やかに 所定

の様式により法人に届け出なければならない。

4.提出された書類は、人事労務管理の目的でのみ使用する。

第 6条 (試用期間)

1.新たに採用した者については採用の日から 2ケ月間の試用期間を設ける。ただし、法人が相当と認める

場合には、この期間を短縮し、または免除することがある。

2.試用期間中または試用期間満了の際、引き続き非常勤職員として勤務させることが不適当であると認め

られる者については、本採用は行なわない。

3.試用期間は勤続年数に通算する。

第 7条  (雇用期間)

1.非常勤職員等の雇用期間は 1年以内とし、契約時に本人の希望を考慮のうえ、各人別に決定し、労働条件

つ
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通知書で示す。

2.前項の雇用契約は、法人の業務の必要及び本人の実績を考慮して更新することができる。

第 3章   就業時間、休憩時間、休日および休暇

第 8条  (労働時間及び休憩時間)

1.労働時間は、1週間については 40時間以内、1日 については 8時間以内とし、本人の希望を考慮の上、

各人別に決定し、労働条件通知書で示す。

2.休憩時間は、労働基準法の定めるところにより、1日 6時間を超える場合に 45分、8時間の場合に 1

時間を、勤務時間の途中に各職員の決定に従い付与する。

3.出張およびその他、事業場外で勤務する場合において、労働時間を算定することが困難であるときは、

第 1項で定める労働時間を勤務したものとみなす。

第 9条  (休日)

1.休 日は原則以下のとおりとし、その他の場合は個別に雇用契約書で定める。

① 土、日曜日

② 祝祭日

③ 年末年始

④ その他法人が年間休日カレンダーで定めた日

2.業務上必要がある場合には、前項で定める休日を他の労働日と振り替えることがある。

第 10条 (時間外、深夜時間帯および休日勤務)

1.法人は非常勤職員に対し、業務の都合で所定労働時間外、深夜時間帯 (午後 10時から午前 5時)およ

び所定休日に勤務させることがある。ただし、これは労働基準法第 36条に基づく協定の範囲内とする。

2.時間外勤務、深夜時間帯勤務、および休日勤務は上司の指示による。

第 11条 (年次有給体暇)

1.所定労働日の 8割以上を出勤した者に対して、採用月に応じて6ヵ 月後以降に勤続年数および所定労働

日数に応じ、以下の表に掲げる年次有給休暇を付与する。

①所定労働日数が5日 以上の者

勤続年数 6ヵ 月 1.5年 2.5年 3.5年 4.5年 5.5年 6.5年以上

年次有給

休暇日数
10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日

②週所定労働日数が 4日 以下もしくは 1年間の所定労働日数が 216日 以下の者

週所定

労働日数

年間所定

労働日数

団:ヨロコ

6ヵ 月 1.5年 2.5年 3.5年 4.5年 5.5年 6.5年以上

4日
169日 ～

216日
7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日

3日
121日 ～

168日
5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日

2日
73日 ～

120日
3日 4日 4日 5日

2日

6日 6日 7日

1日
48日 ～

72日
1日 2日 2日 3日 3日 3日
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2.年次有給休暇日数は、付与時点の週所定労働日数または年間所定労働日数により与える。

3.年次有給休暇取得時は、取得時点の時給単価 *契約時間数/日 で算出された有休手当を支給するものと

する。

4.年次有給休暇を取得する場合には、原則として勤務表作成時まで所属長に届け出なければならない。

5.私傷病などの欠勤については、有給休暇に振り替えることができる。ただし、欠勤事由によつては振替

を認めないことがある。

6.当該年度に取得しなかつた年次有給休暇は、当該年度付与分について翌年度に限り繰り越すことができ

るものとする。

第 12条 (特別休暇)

1.試用期間終了後の者の慶弔・公事のため、以下の特別体暇を与える。この休暇を取得する場合は、

あらかじめ法人に届けなければならない。

① 非常勤職員が結婚するとき                      5日 (有給休暇)

② 父母 (養父母、継父母を含む)、 配偶者、子 (養子を含む)が死亡したとき 3日 (有給休暇)

③ 祖父母、義父母、血族の兄弟姉妹が死亡したとき            2日 (有給休暇)

④ 妻が出産するとき                           1日 (有給休暇)

⑤ 非常勤職員の子女が結婚するとき                    1日 (有給体暇)

⑥ 女性非常勤職員が出産するとき

産前6週間産後8週間 (多胎妊娠の場合は14週間) (無給休暇だが、別途一時金あり)

⑦ 生理日の就業が困難なとき

申告によつて lヶ 月以内に1日 までは有給体暇、2日 日以降は特別の申し出が無い限り無給休暇

第 13条 (母性健康管理のための体暇等)

1.妊娠中または出産後 1年を経過しない女性非常勤職員から、所定労働時間内に母子保健法に基づく 保

健指導または健康診査を受けるために、通院休暇の請求があつたときは、以下の範囲で休暇を与える。

(1)産前の場合

①妊娠23週まで……     4週 に1回

②妊娠24週から35週まで…… 2週に1回

③妊娠36週から出産まで……・ 1週に1回

ただし、医師または助産婦 (以下『医師等」という。)がこれと異なる指示をしたときには、その指

示により必要な時間を与える。

(2)産後 (1年以内)の場合

①医師等の指示により必要な時間

2.妊娠中または出産後 1年を経過しない女性非常勤職員から、保健指導または健康診査に基づき勤務時

間等について医師等の指導を受けた旨申し出があつた場合、以下の措置を講ずることとする。

(1)妊娠中の通勤緩和

通動時の混雑を避けるよう指導された場合は、原則として 1時間の勤務時間の短縮または 1時間以内

の時差出勤

(2)妊娠中の休憩の特例

休憩時間について指導された場合は、適宜休憩時間の延長、休憩の回数の増加

(3)妊娠中、出産後の諸症状に対する措置

妊娠中または出産後の諸症状の発生または発生のおそれがあるとして指導された場合は、その指導事

項を守ることができるようにするため作業の軽減、勤務時間の短縮、休業等

3.前項の体暇等期間中は無給とする。

五
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第 14条 (青児休業)

非常勤職員は、別途定める育児・介護休業規程により、1歳に満たない子と同居し、養育する職員は、そ

の申し出により子が 1歳に達するまで (ただし、規程で定める一定の者は 1歳 6ヵ 月に達するまで)を限度

として育児休業をし、又は短時間勤務や時間外労働及び深夜勤務の制限の適用を受けることができる。ただ

し、育児体業期間中は賃金を支給しない。

第 15条 (介護休業)

1.非常勤職員は要介護状態にある家族を介護するために、介護休業または短時間勤務の適用を受けること

ができる。

2.介護休業の申し出手続き等に関する事項は別に定める育児・介護休業規程による。

3.介護体業期間中は無綸とする。

第 16条 (裁判員休暇)

1.法人は、「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」の施行に伴い、次の各号に該当し、事前に非常勤

職員本人から請求があつた場合、裁判員休暇を与える。

①裁判員候補者として通知を受け、裁判所に出頭したとき

② 裁判員もしくは補充裁判員として選任を受け、裁判審理に参加するとき

2.休暇を請求しようとする場合は、裁判員候補者通知を受けた後、速やかに、法人へ裁判所から交付さ

れる証明書を添付して申し出るものとする。また、裁判員および補充裁判員に選任された場合も同様と

する。

3.休暇を取得する者は、休暇に入るまでの間に必要な業務の引継ぎを完了しなければならない。

4.第 1項の体暇については、通常の賃金を支払うものとする。

第 17条 (子の看護休暇)

1.小学校就学の始期に達するまでの子がいる非常勤職員が申し出た場合、別途定める育児・介饉休葉規

程により、病気または怪我をした子の看護のために、就業規則第 11条に規定する年次有給休暇とは別

に看饉休暇を取得することができる。

2.前項の休暇期間中、賃金は支綸しない。

第 18条 (欠動および遅刻、早退)

1.欠勤および遅刻、早退するときは事前に法人に届けなければならない。

2.やむを得ない事由により事前に届け出ることができないときは、電話等により連絡し、出動した日に届

け出なければならない。その時間に対する賃金は支綸しない。(ただし、交通機関の遅れによる遅れで、

遅延証明書を添えて申請した場合には勤務時間に含めるものとする)

3.病気欠勤 4日以上に及ぶときは、医師の診断書等を提出させることがある。

第 19条 (出 退 社)

非常勤職員は出社および退社については以下の事項を守らなければならない。

(1)始業時刻以前に出動し、始集時刻より職務が開始できるように準備しておくこと。

(2)出退勤の際は本人自らタイムカー ドに記録すること。

(3)作業に必要でない危険物を所持しないこと。

(4)退社時は備品、書類等を整理格納すること。

第 4章   服  務
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特定非営利活動法人チャイルドライン支援センター 非常勤職員 就業規則

第 20条 (服務心得)

職員は服務にあたつて、以下の事項を守らなければならない。

(1)職員は法人の方針および自己の責務をよく認識し、その業務に参与する誇りを自党し、法人および所

属長の指揮と計画の下に、全員よく協力、親和し、秩序よく業務の達成に努めなければならない。

(2)職員は業務組織に定めた分担と法人の諸規則に従い、所属長の指揮の下に、誠実、正確かつ迅速にそ

の職務にあたらなければならない。

(3)服装などの身だしなみについては、常に清潔に保つことを基本とし、他人に不快感や違和感を与える

ようなものとしてはならない。

(4)常に健康を維持できるよう、体の自己管理に気を配らなければならない。

(5)職員は下記の行為をしてはならない。

①法人の命令および規則に違反し、また所属長に反抗し、業務上の指示および計画を無視すること。

②職務の怠慢および職場の風紀、秩序を乱すこと。

③取引先より金品の贈与 口接待を受けること、またそれを要求すること。

(6)職員は法人の業務の方針および制度、その他法人の機密を外部の人に話し、書類を見せ、また雑談中

当該内容を察知されないよう、注意せねばならない。

(7)職員は法人の名誉を傷つけ、または法人に不利益を与えるような言動および行為は一切慎まなければ

ならない。

(3)業務上の失敗、ミス、クレームは隠さず、ありのままに所属長に報告しなければならない。

(9)イ ンターネットにて業務に関係のないWEBサイトを閲覧してはならない。

(10)法 人のメールにて私的な内容のメールのやりとりをしてはならない。

(11)業務中に私用の携帯電話を使用してはいけない。

(12)法 人内で、明らかに一党―宗に偏した選挙活動および宗教活動を行つてはいけない。

(13)酒気を帯びる、薬物を服用するなど、就業に適さない状態で勤務してはならない。

第 21条  (セクシャルハラスメントの禁止)

職員は次に掲げる行為をしてはならない。

(1)雇用上の利益、不利益を条件にした性的要求をすること。

(2)性的な行為または態度の要求、誘いかけに応じ、または応じなかったことを理由に雇用上の利益、不

利益に影響を与えること。

(3)非常勤職員の望まない性的接触または性的要求をおこなうこと。

(4)性的言動により周囲に不快感を抱かせるような職場環境を醸成すること。

第 5章   教育および研修

第 22条 (教   育)

法人は非常勤職員の技能知識教養を向上させるために必要に応じて教育を行い、または社外の教育およ

び研修に参加させることがある。

第 6章   解雇、退職および休職

第 23条 (懲戒解雇)

以下の各号の一に該当する場合は懲戒解雇に処する。

①無断もしくは正当な理由なく欠勤が連続 14日 以上に及んだとき。

②出勤常ならず、改善の見込みのないとき。

③刑事事件で有罪の判決を受けたとき。

ａ
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特定非営利活動法人チャイルドライン支援センター 非常勤職員 就業規則

④重要な経歴をいつわり、採用されたとき。

⑤故意または重大な過失により、災害または営業上の事故を発生させ、法人に重大な損害を与えたとき。

⑥法人の許可を受けず、在籍のまま他の事業の経営に参加したりまたは労務に服し、若しくは事業を営む

とき。

⑦職務上の地位を利用し、第二者から報酬を受け、若しくはもてなしをうける等、自己の利益を図つたと

き。

③法人の許可なく業務上金品等の贈与を受けたとき。

⑨前条で定める処分を再三にわたつて受け、なお改善の見込みがないとき。

⑩第4章の服務心得に違反した場合であつて、その事案が重大なとき。

①暴行、脅迫その他不法行為をして著しく常勤職員としての体面を汚したとき。

⑫正当な理由なく、しばしば業務上の指示・命令に従わなかつたとき。

⑬私生活上の非違行為や法人に対する誹謗中傷等によつて法人の名誉信用を傷つけ、業務に重大な悪影響

を及ぼすような行為があつたとき。

⑭法人の業務上重要な秘密を外部に漏洩して法人に損害を与え、または業務の正常な運営を阻害したとき。

⑮その他前各号に準ずる程度の不都合な行為のあつたとき。

第 24条 (解   雇)

1.非常勤職員は以下の事由により解雇されることがある。

①身体、精神の障害により、業務に耐えられないとき。

②勤務成績が不良で、就業に適さないと認められたとき。

③法人内において、法人の許可を受けず演説、文書の配布掲示、その他これに類する行為をしたとき。

④法人内において、明らかに一党―宗に偏した政治および宗教活動を行つたとき。

⑤事業の縮小等、やむを得ない業務の都合により必要のあるとき。

⑥事業の運営上、やむを得ない事情、または天災事変その他これに準ずるやむを得ない事情により、

事業の継続が困難になつたとき。

⑦試用期間中または試用期間満了時までに非常勤職員として不適格であると認められたとき。

③その他、第4章の服務心得等にしばしば違反し、改俊の情がないとき。

2.解雇するときには、30日前に予告する。予告しないときは平均賃金の 30日分を支給して即時解雇する

(平均賃金の 30日 分とは、過去3カ 月の総支給額をその期間の暦日数で除したものを1日 分としてその

30日分をいう)。 なお、予告日数は平均賃金を支払った日数だけ短縮することができる。

第 25条 (一般退職)

1.非常勤職員が以下の各号の一に該当する場合には、当該事由の発生した日をもつて退職とする。

①死亡したとき。

②期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了したとき。

③自己の都合により退職を申し出て法人の承認があったとき。

④休職期間満了までに休職理由が消滅しないとき。

2.非常勤職員が自己の都合により退職しようとするときは、少なくとも 30日 前までに所属長に文書によ

り退職の申し出をしなければならない。

3.退職する者は、退職日までに業務の引継その他指示されたことを終了し、貸与または保管されている金

品を返納しなければならない。

第 26条 (休   職)

非常勤職員が以下の各号の一に該当するときには休職を命ずることがある。

1.業務外の傷病による欠勤が連続 1ケ月以上にわたつたとき。

■
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2.家事の都合、その他やむを得ない事由により1ケ月以上欠動したとき。

3.前各号のほか、特別の事情があって、法人が休職をさせることを必要と認めたとき。

第 27条 (休職期間)

1.休職期間は次のとおりとする。

①前条①の場合 動続 3年未満  3ヶ月、 勤続 3年以上  6ヶ月

ただし情状により期間を延長することがある。

②前条②③C)の場合 その必要な範囲で、ま人の認める期間

2.休職期間中、賃金は支給しない。

3.体職中、―時出動しても、1ケ月以内に同じ理由で欠勤するようになったときは、期間の中断は行なわ

ない。

4.休職期間満了後においても体職事由が消滅しないときは、満了の日をもって自然退職とする。

第 2条 (復   職)

1.復職にあたつては法人が指定した医療機関で受診させ、その結果によつて

な理由なく、この受診を拒否する場合には、復職は認めない。

2.休職の事由が消滅したときは、原則として旧職務に復職させるが、業務の都合もしくは当回
=頚

E□

提供状況に応じて異なる職務に配置することがある。この場合、労働条件の変更を伴うことがある。

3.復職しても 1ケ月以内に同―もしくは類似の理由で 4労働日欠勤もしくはそれに準ずる状態になつた場

合は再度体職を命じ、前回の体職期間と通算する。

第 29条 (配置転換)

復職の是非を判断する。正当

を命ずることがある。
1.業務上必要がある場合には、常勤職員に就業の場所若しくは、従事する職務の

2.非常勤職員は、正当な理由なく、これを拒むことはできない。

第 7章   給  与

第 ∞ 条 (綸与の種類)

非常勤職員の給与の種類は、次のとおりとし、雇用契約で個別に定める。

①基本給

②通勤手当

③時間外勤務手当、深夜時間帯勤務手当、休日勤務手当

条 (基本給)第 31

1.
*時綸単価とし、時給単価は業務・職種別に、本人の職務、能力および経験等を勘

案して個別の雇用契約書において定める。

2.職種変更など時給単価要件の変更があつた場合には、その都度単価を見直す。

第 32条 (通勤手当)

1.通勤距離が 2キロ以上の職員に対し、法定非課税限度額を限度として、かつ上限を3万円として通勁手

当を支給する。

2.通勤経路は法人が合理的な経路と認めた経路とする。

第 33条 (時間外勤務手当、深夜時間帯勤務手当、休日勤務手当)

時間外勤務、深夜時間帯勤務および休日勤務をした非常勤職員

ｎ
●】

に対し、下記の計算により支給する。
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① 所定時間以外に、1日 8時間を超えて勤務した場合

勤務時間X時給単価Xl.25

(所定時間を越えるが 1日 8時間以内の場合には通常の賃金とする)

② 深夜時間帯 (午後 10時から午前 5時まで)に勤務した場合

勤務時間×時給単価Xl.5

③ 法定休日(4週 4日の休日)に勤務した場合

所定就業時間X時給単価 xl.35

第 34条  (控除)

次に掲げるものが発生する場合、給与から控除する。

①源泉所得税、住民税

②健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料、介護保険料

③ その他、職員代表との書面協定により、給与から控除することとしたもの

第35条 (月 例給与の計算期間と支払方法)

月例給与の計算期間は、毎月 21日 から翌月 20日 までとし、計算期間月の翌月25日 に職員の指定する本人

の銀行日座に振り込んで支払う。ただし、当日が銀行の休日に当たるときは、その前の銀行営業日に繰り上

げて支払う。

第 36条 (賞与・退職金)

1。 前の半期の勤務に対する賞与として、7月 と 12月 に法人の資金状況、非常勤職員の勤務成績等を勘案

して賞与を支給する。但し、著しい資金の減少その他やむを得ない事由がある場合には、支給日の変

更、又は支給しないことがある。

2.賞与の支給対象者は前の半期 (7月 分は前年度 10月 ～3月 、12月分は当年度 4月 ～9月 )に勤務して

おり、かつ支給日時点で在籍している職員に限る。

3.退職金は「中小企業退職金共済」の還付金額に基づき、勤続年数や勤務成績等を考慮して支給する。

但し、著しい資金の減少その他やむを得ない事由がある場合には、支給日の変更、又は支給しないこ

とがある。

第 8章   安全および衛生

第 37条 (心   得)

非常勤職員は安全衛生に関する規定を守り、常に職場の整理整頓に努め、消防具、救急品の備付場所なら

びにその使用方法を知得しておかなければならない。

第 38条 (火災の措置)

火災その他の災害を発見し、またはその危険を予知したときは、直ちにこれを係員または適当な者に報告

してその指揮に従って行動 しなければならない。

付   則

この規則は平成 25年 9月 1日から施行する。

ｎ
υ



書式第 17号 (法第 55条関係)

利活動促進法第 54 2 3号に定める事項を した

法人名 特定非営利活動法人チャイル ドライン支援センター 事 業 年 度
令和 2年 4月 1日 ～

令和 3年 3月 31日

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

(1) の明細

の明細

金    額収 益 源 泉 の 内 訳

400,000円
正会員個人会費

1,620,000円
正会員団体会費

30,000円
支援会員個人会費

円
支援会員団体会費

13,127,435円
受取寄付金

32,964,464H
受取補助金

2,183,595円
受取助成金

4,988,841円
事業収益 資料代

1,o00,000円
事業収益 協賛金

936円
受取利息

68,630円
雑収益

円

円

円

56,383,901 Fl
計合

金    額先入借

円
な し

円

円

円

円

円
計合

な し

その他

1 しています。以32 下同じ



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

)資産の譲渡に係る料金及び条件等

(2)資産の けに係る料金及び条件等

の提供に係る料金及

料 金

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

譲 渡 資 産 の 内 容 条  件  等

料 金 条  件  等貸 付 資 産 の 内 容

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

条  件  等料 金役 務 の 提 供 の 内 容

円な し

円

円

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等と

譲 渡 価 格取引先の氏名等

な し

譲渡資産の内容等住所又は所在地

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

譲 渡

年月日

法人との

関  係

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

(2)費用の生ずる取引の 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取引内容等

32,964,464円 補助金

1,183,595円 助成金

3,000,000円 寄付金

1,800,000円 寄付金

1,000,000円 寄付金

1,530,300円

住所又は所在地 取引内容等

印刷費

フリータ
゛
イヤル通話料

印刷費、通信運搬費

取引金額

2,985,233円

16,224,731円

5,747,797円

氏名又は名称

地代家賃ノ

水道光熱費

雑役務費、消耗品1,074,700円



ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

別紙参照 別紙参照 393,163円 業務委託費

2020年 5

月 18日
10,000円 監査謝金

2020`午15

月 18日
10,000円 監査謝金

円

円

円

円

円

円

円



第4義謝
1寸

表2(2欠郵∋

(3)役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取 引 先 の 氏 名 等
法 人 との 役務の提供の

内   容
名胡努lσ聴是伊ピ

「
月日 対価の額

その他の取

引 条 件 等関   係

務委託費 2020.1月 ～12月 ¥11,168

魏瓢費
2020.1月 ～12月 lF2,183

務委託費
2()20.1月 ～12月 理F4,233

務委託費
m20.1月～12月 ¥4,1(Ю

務委託費
2020.1月 ～12月 ¥2,2(Ю

務委託費
20".1月～12月 1望:4,318

務委託費
2020.1月 ～12月 1望:2,798

務委託費
2020.1月 ～12月 ¥19,370

菊魏瓢費
202Ю.1月～12月 理:2,710

判魏瓢費
2020.1月 ～12月 ¥21,868

業務委託費
2020.1月 ～12月 ¥13,178

業務委託費
2020.1月 ～12月 1lF2,228

菊防委訓費
2020.1月 ～12月 ¥3,355

業務委託費
2020.1月 ～12月 ¥12,338

業務委託費
2020.1月 ～12月 理F2,298

業務委託費
2020.1月 ～12月 ¥5,498

菊魏瓢費
2()2().1月 ～12月 ¥4,893

業務委託費
20".1月～12月 ヨF3,733

菊努委訂費
2020.1月 ～12月 ¥2,058

業務委託費
2020.1月 ～12月 理:2,670

菊爾輔安
2020.1月 ～2月 理F2,165

菊魏覇安

"20.1月
～12月 ¥5,258

業務委託費
m20.1月～12月 ¥1,203



2020.1月 ～12月 ¥8,950
務委託費

2020.1月 ～12月 ¥2,623
務委託費

¥5,698
努委証費

2020.1月 ～12月

¥3,3“2020.1月 へ́12月
務委託費

¥13,4552020.1月 ～12月
魏瓢費

¥4,4652020.1月 ～12月
魏瓢費

¥4,810m20.1月～12月
剤魏瓢費

理:6,0332020.1月 ～12月
業務委託費

¥6,49Ю20,Ю.1月 ^′12月
菊魏瓢費

¥7,03320".1月～12月
業務委託費

¥5,503202().1月 ～12月
業務委託費

¥4,3682020.1月 ～12月
菊魏瓢費

1lF5,1732020.1月 ～12月
業務委託費

11:4,7332020.1月 ～12月
業務委託費

¥10,2032020.1月 ～12月
業務委託費

¥2,303lЮ20.1月～12月
菊魏瓢費

百!F23,11902020.1月 ～12月
業務委託費

理F7,8202020.1月 ～12月
菊努ヨ瓢費

¥12,345
"20.1月

～12月
業務委託費

¥4,10020".1月～12月
業務委託費

¬VF4,7432020.1月 ～12月
業務委託費

¥4,9052020.1月 ～12月
業務委託費

¥6,4Ю2020.1月 ～12月
業務委託費

¥1,038
業務委託費

2)20.1月 ～12月

1lF5,313
菊努委訂費

2020.1月 ～12月



魏瓢費
2020.1月 ～12月 1堅:7,165

務委託費
2020.1月 ～12月 1望:2,163

¥1,1252020.1月 ～12月
務委託費

2020.1月 ～12月 理:6,630
菊魏瓢費

20".1月～12月 ¥573業務委託費

1」F20,983
業務委託費

2020.1月 ～12月

¥3152020.1月 ～12月
業務委託費

¥4,2402020.1月 へ́12月
判魏瓢費

1lF2,2532020.1月 ～12月
菊傷委証費

理:4,7982020.1月 ～12月
業務委託費

¥4,4682020.1月 ～12月
業務委託費

1lF6,0252020.1月 へ′12月
業務委託費

¥3,1782020.1月 ～12月
業務委託費

¥5,5302020.1月 ～12月
業務委託費

¥3,4902020.1月 ～12月
業務委託費

¥6,49Ю2020.1月 ～12月
業務委託費

¥813
""ユ

月～12月
業務委託費

¥6,2482020.1月 ～12月
菊防委訓費

1里:4,8132020.1月 ～12月
業務委託費

¥1,2252020.1月 ～12月
業務委託費



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が

20万円以上であるもの の 並びにその 日

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し
円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

の総数及び当 に対する る事項]
5

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

7人 9,172,796円



6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日
令和3年夕月′み日

P月′
`日

所 在 地 寄附の目的等支出年月日 支出先の名称

103,515円コロナ対策支援2021.3.25

122,937円コロナ対策支援2021.3.25

114,619円コロナ対策支援2021.3.25

110,099円コロナ対策支援
2021。 3.25

86,665円コロナ対策支援
2021。 3.25

150,127円コロナ対策支援
2021。3.25

117,922円コロナ対策支援
2021.3.25

151,439円コロナ対策支援
2021.3.25

21,642円コロナ対策支援
2021.3.25

12,580円コロナ対策支援
2021.3.25

55,200円コロナ対策支援
2021.3.25

127,625円コロナ対策支援
2021。 3.25

150,857円コロナ対策支援
2021.3.25

128,830円コロナ対策支援2021.3.25

149,420円コロナ対策支援
2021.3.25

41,120円コロナ対策支援2021.3.25

149,229円コロナ対策支援2021.3.25

147,556円コロナ対策支援2021.3.25

180,833円コロナ対策支援2021.3.25

112,005円コロナ対策支援2021.3.25

25,177円コロナ対策支援
2021.3.25

128,858円コロナ対策支援2021.3.25

45,390円コロナ対策支援2021.3.25

147,608円コロナ対策支援2021.3.25



41,929コロナ対策支援2021.3.25

118,236円コロナ対策支援2021.3.25

56,554コロナ対策支援2021.3.25

151,691コロナ対策支援

”　　‘三百　ωヽ
すｏコヽ
いロ

2021.3.25

150,197円コロナ対策支援
2021。 3.25

149,545円コロナ対策支援
2021。 3.25

147,968円コロナ対策支援
2021。 3.25

78,617円コロナ対策支援
2021.3.25

119,873円コロナ対策支援
2021.3.25

142,832円コロナ対策支援
2021.3。25

82,574円コロナ対策支援
2021.3.25

26,742円コロナ対策支援
2021.3.25

155,397円コロナ対策支援
2021。 3.25

149,477円コロナ対策支援
2021。 3.25

146,227円コロナ対策支援
2021.3.25

4,960円コロナ対策支援
2021.3.25

152,616円コロナ対策支援
2021.3.25

56,500円コロナ対策支援
2021.3。25

78,100円コロナ対策支援
2021.3.25

45,435 Flコロナ対策支援
2021.3.25

60,032円コロナ対策支援
2021.3.25

30,690円コロナ対策支援
2021.3.25

99,109円コロナ対策支援
2021.3.25

122,040円コロナ対策支援
2021.3.25

42,059円コロナ対策支援
2021.3.25

141,640円コロナ対策支援
2021.3.25

15,318円コロナ対策支援
2021.3.25



コロナ対策支援 149,585円2021.3.25

合   計 5,182,572円

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びに

実施 日]

実  施  日 使 途 金   額

年会 1902020年分 )

2020.6.10
32,113円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

日 令和3年ク月′硼

差替書類収受日 令和3年 ,月′
`日



チェック欄法人名 特定非営利活動法人チャイル ドライン支援センター

○
3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること

(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、

録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

又は帳簿書類の備付け、取引の記

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転記してください。

イ

(注 1)

(注 2) ③及びЭこついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

役員数

(②÷③ ④÷③

① ② ③ ④ ⑤

区 分

④
令和 2年 4月 1日 ～令和 3年

3月 31日 16人 0人 0% 2人 12.5%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ③ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

上記を証する書類の名称とその内容等
はい

いいえ

はい

いいえ

ItLt

L rlr\i
はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

∝意1申0
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の融 必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項
日
Ｈ ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

しヽ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はυヽ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行っている

匝コ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

ItL\

L\L\i

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日
Ｈ ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有・□ 有 。無 有・無 有 。無 有 。無 有・無 有 。無

第3表 (次葉)

∝意1申0
認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

3エ

注 意 事 項記 載 要 領目項

区分欄の「0～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

イの各欄

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝ゆ第○条に『各正会員の表決権は、

平等なものとする』と
'戯

ヨ のように講 します。

口の各欄

① 「会計について公認会計士又は監査

法人の監査を受けている」の「墜霊L
l■I`⊇」二L`!生」盪含1三」」」董笙国国芝1置E廷二重S

付してくださし主_

② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行っている」の「はセ≧上に「oL
」
“
菫盪全1二塁L…隻L塁』壺聾三菱≧2‥」」墨璽聾

艶型塑上_輩璽塑型墾こg至
L_L_

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①」については、イに講 る各期

間 (「③」から「①」)を示したものです。

,r\o)eJffi

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④りから「①」については、イに記載する各期

間 (「④」から )を示したも

二の各欄

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とlよ 法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽ こしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできませ・ん。



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名
特定非営利活動法人

チャイル ドライン支援センター
③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

役  員  数 16人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

2人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時
就任・退任

年月日

金子 由美子

関戸 真紀

田野 浩美

中村 尊

松江 比佐子

理事

理事

理事

理事

代表

理事

○

○

4日

就任平成 28年 6月 4日

就任平成 28年 6月 4日

就任平成 28年 6月 4日

就任平成26年 6月 7日

退任令和2年 6月 13日

○

○

○

水口 良子

梅澤 元彦

児玉 勇二

高橋 弘恵

理事

代表

理事

監事

理事

理事

○

○

○

○

○

就任平成26年 6月 7日

退任令和2年 6月 13日

就任平成30年

6月 2日

退任令和2年 6月 13日

就任平成 24年

6月 2日

退任令和2年 6月 13日

就任平成30年

6月 3日

就任平成30年

6月 2日

1退任令和2年 6月 13日

青木 高

(1)最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれらの

者の親族等」のグループの人数

|

|



6月 2日

退任令和2年 6月 13日

6月 2日

退任令和2年 6月 13日

就任令和2年 2月 9日

就任令和2年 2月 9日

就任令和2年 2月 9日

平成30年

平成30年

潮こ任:令和2年 2月 9日

2年 2月 9日

2年 2月 9日

月8日2

就任令和2年 7月 28日

就任令和2 7月 28日

佐藤 香代 理事

○

佐久間 千晴 監事

○

竹村 浩 理事

○

理事高木 員理子

○

上野 和子 理事

○

中村 幸恵 理事

○

平井貴美子 理事
○

理事小林 純子

○

後藤 幾子 理事
○

外村 まき
理事

○

理事佐々木 一憲 ○

鈴木 綾 監事
○

西崎 宏美 監事
○

2年 7月 28日

2年 7月 28日

(注意事項 )

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。



法人名 特定非営禾:偏働法人チャイルドライン支援センター

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳 会計ソフト(会計王)使用

ルーズリーフ

都度 10年

仕訳帳 会計ソフト(会計王)使用

ルーズリーフ

都度 10年

補助元帳 会計ソフト(会計王)使用

ルーズリーフ

都度 10年

給与台帳 エクセノイ吏用

ルーズリーフ

月 1回 10年

会費、寄付金台帳 アクセス使用 都度 10年

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(lli:lil据 頷 )

。 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝票し、「出金伝票」、「振替伝漂b、 I観金出納帳」、「総勘定元帳」などのように記載します。

・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「単栗」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

・ 『記帳の時期」欄は、:Ⅷ時」、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:密煩)に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



書式第10号・(法第44条・51条・58条段諮系)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) (初葉)

法人名 特定非営利活動法人チャイルドライン支援センター チェッタ欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること

イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと

口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と

当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上であ

ること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

○

ロ

③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申南郭寺項
日
【

有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無有。① 有 。無 有 。無 有 。無
宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動

有。① 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無
政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動

有・ 無 有 。無有。① 有 ・ 無 有 。無 有 。無 有・ 無

特虐ν騨解耀論者着しくは公中にある者ヌ

は政党を推おし、1支時し、スはこれら口反対

する漕動

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申罰静寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有。③ 有・無 有。無 有。無 有 。無 有 。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供

与の有無

有。① 有・無 有。無 有。無 有。無 有。無 有 。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して補男ilの利益の供与の有無
有。① 有・無 有。無 有。無 有。無 有。無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有・① 有・無 有。無 有。無 有。無 有。無 有・無

∝意1中Q
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表 )」 は、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても配載

及び添付する必要があります.その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第
"条

第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:出嗣)に配載した事項につい

て、改めて記載する必要はありません。



書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 5表 )

(注意事項)

・認定基準等チエツク表第 5表は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添

付する必要があります。

・認定の有効期間の更新の申請に当たつては、添付の必要はありません。

チリク欄特定非営利活動法人チャイル ドライン支援センター法人名

O5 次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれ

をその事務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人の住所又は

居所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他

一定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

同  意

しないfЪヽ
中′

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこ

れをその事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細則 (社内規則)等がある場合には、その細則 (社内規則)等を添付してください。

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名

以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

簿、社員のうち10人

を除いたものるとなるのは、※いずれ

イ

各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ロ

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項

。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者との取引

・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれら

の者と特殊の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法

人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄

附金の額及び受領年月日

⑤ 役員等に対する報酬又は給与の状況

a 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)

b 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるそ び使途並びにその実施日

ホ

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 特定非営利活動法人チャイルドライン支援センター

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後1年を超える期間が経過し

ていること

チェッタ欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日

α菫事ロ
・ 法第55彙第1項に出づく書饉 (■員爛口

"鵬

闘職U」書Dの撻吐l時に当たつては、日定
=踵

崎チェック壺 (第 6表及い疇●10

は、口

"す
る必墨はありません。

・ 認定の有り

“

欄のコ新の中日に当たつて:よ 臓E=中時チエツク表 (第 6表■び第0表)の口いのあ田まありません。また、法第

55彙第1■に薔づく魯麟 〈役員僣酬脇樫●操

“

1詢 :=配載した事項について、改めて記臓する●員はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第

29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

③ ⑤ ◎ ① ◎ ①

有 缶 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 」正

法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為によ

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

り何 らかの チ ツク厠
7

○

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又1漸尋ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第 7表)は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 有 征 有 ・ 無 有 ・ 無 有 征 有 ・ 無 有 ・ 無



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人チャイルドライン支援センター チェック欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準に力功わヽらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取

た場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者

ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法節4条等 口 )若

しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等鐘2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (圏

:i:i:::::...!|:lill,111::::!i:::::Li:」 !::::1定 |の1直1塾塑固,Ω,更麺|`:2」 :::lii:]i:」 ::」 [」tュ__:lilil:1税整li:::」 :::::E!::L::L]:E」 [』:=里旦1上盤1磁誕:塑11:::三二⊇|:`L上菫び

塁塁護饉距回慶:蝙窒国塑堕堕童:堅墨墜望塾墜二重菫量量ヨ!土と1囲理型墜」|二医重幽里麗Ш墨聖塑塑菫翅塑堕墓生塾己基菫主)。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人

イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特

"圏

定特定非営利活動法人が特伊厠定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定

特定非営利活動法人又は当該特例i認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有。①

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から

5年を経過しない者の有無
有。①

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有。①

暴力団の構成員等の有無 有 。①

Bv.'rr( ヽ
え，

“ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

出 。ヽし( えヽ＾
６ 定款又は事業計画1書の内1容が法令等に違反している法人

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しなしヽ法人
ttlrt'lr@.

滞
薇

認定、4彬1幌定又は認定の有効期間の更新の申請時に、±』塁」墜墨互理固盟屋□」墨墜L:豊遼壼量塁」豊自屋睡國磨

_■:望:墨上!堕」墜:閣囲i国i塵型:璽堕」堕瞳:□:壁1堕垂≧菫麹:量:塑:日回!璽盆!壺:饉菫:國塑:□:日:璽」E一
(注 1)その他の事磯ワ静 あ`る場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税調明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

ftv.. v(5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

6 次のいずれ力ヽこ該当する法人

暴力団 ut,.. rr6*_

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい 。し
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